
再エネルギー・省エネルギーの促進

令和２年11月15日（日）
環境省

浮体式洋上風力発電による地域の脱炭素化ビジネス促進事業

環境省
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浮体式洋上風力推進の課題と普及に向けての方策
環境省事業

• 浅い海域が少ない日本では、着床式洋上風力発電に加え、導入ポテンシャル
が大きい浮体式洋上風力を推進することが地球温暖化対策の観点から重要。

• 環境省は、2010年より浮体式洋上風力発電の実証事業とコスト低減方策事業
を実施。（ハイブリッドスパー型を五島市沖に１基設置。）

巨大洋上風車が突然たくさん
並ぶのには抵抗がある。
そもそも、洋上風車はどうい
うものなのか？

住民

浮体式洋上風力発電に
ついて理解できた！

住民

洋上風車を
１～数基設置

ウィンドファーム
の形成

再エネ海域利用法を活用し、推進
（環境省事業の状況を経済産業省や国土交通省など
関係省庁とも共有し、円滑な法施行に向けて連携）

ウィンドファーム級の事業において、
地元住民等の理解が得やすい！

環
境
省
事
業
の
範
囲

地
域
の
理
解
醸
成

従来の成果

【ポイント】
• 浮体式洋上風力発電が浮き魚礁となり、景観を
含む環境や漁業への懸念が払拭され、地域と調
和した地域振興（漁業活性化）につながる再エ
ネ普及が可能なことを地元にご理解頂いた。

現状の課題

五島市において、商用運転への移行実績あり。

• 世界で市場が確立しつつある着床式洋上風力に対し、浮体式洋上風力は、
各国横一線で、これから市場を形成していく段階。

• 環境省においては、まずは、地産地消の再エネとして地域の脱炭素化ビジ
ネスの促進を目指す観点から、上記のハイブリッドスパー型の成果等を生
かし、浮体式洋上風力発電設置支援（原則１基）による地域の理解醸成に
焦点を絞った事業を行うことで、地域の合意形成を図っていく。

出典：公益財団法人自然エネルギー財団
「自然エネルギー活用レポート」No.10 より引用

（理解醸成の例）
・魚礁効果あり、漁業活性化に寄与
・沖合で景観にも配慮されている

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=imgres&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjR16y5xYTiAhVYx4sBHeJ2BzgQjRx6BAgBEAU&url=https://www.photo-ac.com/main/search?q%3D%E3%81%B2%E3%82%89%E3%82%81%E3%81%8F%26srt%3Ddlrank%26pp%3D40%26p%3D9&psig=AOvVaw12IxPxAmW9TJvN9zKWVrEt&ust=1557150945896223
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=imgres&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjR16y5xYTiAhVYx4sBHeJ2BzgQjRx6BAgBEAU&url=https://www.photo-ac.com/main/search?q%3D%E3%81%B2%E3%82%89%E3%82%81%E3%81%8F%26srt%3Ddlrank%26pp%3D40%26p%3D9&psig=AOvVaw12IxPxAmW9TJvN9zKWVrEt&ust=1557150945896223
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=imgres&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjR16y5xYTiAhVYx4sBHeJ2BzgQjRx6BAgBEAU&url=https://www.photo-ac.com/main/search?q%3D%E3%81%B2%E3%82%89%E3%82%81%E3%81%8F%26srt%3Ddlrank%26pp%3D40%26p%3D9&psig=AOvVaw12IxPxAmW9TJvN9zKWVrEt&ust=1557150945896223
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=imgres&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjR16y5xYTiAhVYx4sBHeJ2BzgQjRx6BAgBEAU&url=https://www.photo-ac.com/main/search?q%3D%E3%81%B2%E3%82%89%E3%82%81%E3%81%8F%26srt%3Ddlrank%26pp%3D40%26p%3D9&psig=AOvVaw12IxPxAmW9TJvN9zKWVrEt&ust=1557150945896223
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=imgres&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjR16y5xYTiAhVYx4sBHeJ2BzgQjRx6BAgBEAU&url=https://www.photo-ac.com/main/search?q%3D%E3%81%B2%E3%82%89%E3%82%81%E3%81%8F%26srt%3Ddlrank%26pp%3D40%26p%3D9&psig=AOvVaw12IxPxAmW9TJvN9zKWVrEt&ust=1557150945896223
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平成27年度まで発電実証を継続。発電・信頼性・安全性の評価、気象・海象への対策、環境ア
セスメント、事業性評価等を実施。浮体式洋上風力発電の本格的な普及を促進するため、平成
28年度からは、施工の低炭素化・低コスト化の手法の確立のための事業を実施。

これまでの環境省の取組①（浮体式洋上風力発電の実証；H22～27年度）

 世界初のハイブリッドスパー型を開発
・浮体本体の水中部分にコンクリートを用いコストを大きく低減

 効率的な発電
・設備利用率30％超（陸上平均20％）※2MW風車では1,800世帯分の電力

 高い耐久性を確認
・風速53m/s、波高17mの戦後最大の台風の直撃に耐えた実績

 漁業者の理解を醸成
・浮体に魚が集まる効果を確認 海洋等環境への影響も小さい

 洋上風力発電は陸上に比べて大きな導入ポテンシャルを有し、風速が高く安定的かつ効率的な発電が見込
まれるため、その実用化が温暖化対策上必要不可欠。

 浅い海域が少ない我が国では、海底に固定する「着床式」に加え、深い海域（50m以上）に適用可能な
「浮体式」洋上風力発電を進めることが重要。

長崎県五島市沖で国内初となる2MWの浮体式洋上風力発電施設を建造・設置・運転・評価

スケジュール H22 H23 H24 H25 H26 H27

小規模試験機（100kW）

実証機（2MW）

H24年6月に設置、同年8月に試運転開始（国内初の系統連系）

H25年10月に設置、H28年3月より運転開始
（国内初の洋上風力の実用化）

設計 建造 施工

設計 建造 施工100kW機の成果を反映

本実証事業の評価

全長：約170m
風車直径：80m
重さ：約3,400ｔ

100kW試験機

2MW実証機

実証海域

海域選定
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環境省実証事業の洋上風力発電機（ハイブリッドスパー型）

 浮体式洋上風力発電実証事業
で開発（平成22～27年度）

 ２MW級：1,800世帯分の電力に
相当
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これまでの環境省の取組②（浮体式洋上風力発電の実証；H28年度～）

 平成28年度より、前年度までで開発したハイブリッドスパー型の本格的な普及に向け、各施工における
CO2排出量及びコストを低減する「5つの新たな手法」の開発・実証への補助を実施。

出所：環境省「低炭素型浮体式洋上風力発電施工手法低炭素・高効率化等促進事業」に基づき作成

オンサイトでの浮体建造により、水切り1（船内への機
器搬入等）用大型起重機船が不要となる。
建造ヤードの省面積化により、国内岸壁における適応可
能エリアの拡大も図れる。

省面積高速化建造システム 浜出船
1 2

鋼製部
組立

建造に係る施工（オンサイト）

鋼製部に
PC部を連結

洋上における施工

浜出し 曳航
建起こし 仮係留 電気設備

風車組立 本係留 海底
ケーブル

一括建起し方式 ブレード等
半自動脱着装置 多機能船

4

浜出船
橋形クレーン

鋼製部組立

コンクリート
部製作

コンクリート部製作

【従来手法】
・大型起重機船による鋼製部水切り1

・広い面積が必要

大型起重機船に代えて、浜
出船を建造・適用する。

【従来手法】
・大型起重機船の利用による、事業実施区域までの風車タワーの輸送、吊り上げ、ブ

レードの装着など

陸上でバラスト充填後、タ
ワー・ナセルを事前に組立
て、浜出し曳船後に一括で
建起す。

小型起重機船を使用してブ
レードを吊り上げてタワー、
ナセル・ローターに装着す
る。

ブレード

係留台船に海底ケーブル船
の機能を加え、1隻で両方
の機能を有する。

浜出船

係
留
台
船

多機能船

ブレーキ装置

ターン
テーブル
推進装置
（DPS）

【従来手法】
・係留台船、海底ケーブル
敷設船の個々の作業船で対
応

注 1）船内への機器の搬入等のこと

バラスト充填
タワー・ナセ
￥ル組立

3 5



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

浮体式洋上風力発電による地域の脱炭素化ビジネス促進事業

事業イメージ

①～③委託
④補助 調査・設計等 2/3 施工等 2/3

「再エネの主力電源化」に向け、最大のポテンシャルを有する洋上風力発電の活用
が求められている。長崎五島の実証事業にて風水害等にも耐えうる浮体式洋上風力発
電が実用化され、確立した係留技術・施工方法等を元に普及展開を進める必要がある。
本事業では、深い海域の多い我が国における浮体式洋上風力発電の導入を加速する

ため、浮体式洋上風力発電の早期普及に貢献するための情報や、地域が浮体式洋上風
力発電によるエネルギーの地産地消を目指すに当たって必要な各種調査や当該地域に
おける事業性・二酸化炭素削減効果の見通しなどを検討し、脱炭素化ビジネスが促進
されるよう以下の事項に取組む。
 ①浮体式洋上風力エネルギー地産地消に向けた地域コンソーシアムの設置等
 ②エネルギーの地産地消を目指す地域における事業性の検証等
 ③既存の浮体式洋上風車の社会受容・環境性・金融機関等関係者への理解醸成
 ④先導的な対象地域におけるモデル事業

深い海域の多い我が国において、再エネの中で最大の導入ポテンシャルを有し、かつ台風にも強い浮体式洋上風力発電を
早期普及させ、エネルギーの地産地消を目指す地域の脱炭素化ビジネスを促進する。

ポテンシャルを有する地域等を対象として、浮体式洋上風力発電による地域の脱炭素化ビジネスを促進します。

【令和３年度予算要求額 1,380百万円（500百万円）】

民間事業者、地方公共団体、大学、公的研究機関、等
令和２年度～令和６年度

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8339

■対象

・導入に適した地域か分から
ない

・地元住民・関係者にご理解
いただくためには様々な準
備・調整が必要、etc.

浮体式洋上風車に係る地域コンソーシアム

地産地消を目指す地域
における事業性の検証

普及展開を図るモデル構築等

係留索による浮体固定 浮体の効率的な施工

７



8

経済産業省 環境省 国土交通省

令
和
３
年
度
予
算
要
求
事
業

事業名
○洋上風力発電等の導入拡大に向け
た研究開発事業

○浮体式洋上風力発電による地域の
脱炭素化ビジネス促進事業

○海洋開発市場の獲得に向けた海事
生産性革命の前進に必要な経費

事業目的 洋上風力の導入促進と産業競争力強
化・コスト低減を目指す

地域の脱炭素化ビジネスの促進を目
指す

安全評価手法等の確立を目指す

当該事業の
内容

浮体式洋上風力発電の実用化に向け
た要素技術開発や、コスト低減に資
する実証研究を行う（現時点では
バージ・セミサブ型を中心に事業を
実施）

五島のハイブリッドスパー型浮体式
事業の成果等を生かしつつ、エネル
ギーの地産地消を目指した普及展開
事業を行う

浮体式洋上風力発電の構造の簡素化
と安全性の確保を両立する合理的な
安全評価手法のガイドライン化を行
う

主な取組 上記の研究開発・調査等 上記の事業性検証・理解醸成 関係する技術基準等の改正

役割分担

○経済産業省は、再エネ海域利用法の運用、着床式及び浮体式の双方に関する研究開発や実証等を通じて、洋上風
力発電の導入拡大を担う。

○環境省は、地球温暖化対策の観点から、2015年度までの実証事業において採択したハイブリッドスパー型を念頭
に（商用運転への移行実績有）、エネルギーの地産地消を目指した事業性検証・理解醸成事業を行う。

○国土交通省は、船舶安全法に基づく浮体式洋上風力発電施設の技術基準等の改正を通じて、合理的な安全評価手
法を確立する。

浮体式洋上風力発電事業に関する経済産業省・環境省・国土交通省の関係について


